
岐阜県建設工事における人材育成型総合評価落札方式試行要領 
 
 

                   （平成 30 年３月 30 日 技第 868 号） 
 

（趣旨） 
第１条 この要領は、岐阜県農政部、林政部、県土整備部及び都市建築部の各機関が発注

する建設工事のうち、建設業における人材の確保・育成や職場環境改善等を支援する工
事を一般競争入札の総合評価落札方式により試行するための事項を定めるものとする。 

 
 （対象工事） 
第２条 建設業における人材の確保・育成や職場環境改善等の支援を目的として、「ぎふ

建設人材育成リーディング企業」の認定及び「岐阜県建設人材育成企業」として登録が
ある企業の活用に関する評価を付加し、技術提案型総合評価落札方式、簡易型総合評価
落札方式又は簡易型（地域型）総合評価落札方式により岐阜県農政部、林政部、県土整
備部及び都市建築部の各機関が発注する建設工事とする。 

このうち、次世代技術者が実績を積む機会の拡大を目的として、工事難易度が高くな
く、配置技術者の施工実績の評価を付加しないことが適当であると認められる県土整備
部が発注する建設工事（県土整備部の予算に限る）については、「人材育成（企業能力
評価）型」（以下「企業能力評価型」という。）と称し、簡易型総合評価落札方式の簡
易型①に限り実施することができる。 

 
 （手続に関する事項） 
第３条  別紙によるものとする。また、この要領に定める以外の必要な手続き等は、岐阜

県建設工事における技術提案型総合評価落札方式の実施要領（平成２８年３月２９日 
技第７９８号）、岐阜県建設工事における簡易型（①・②）総合評価落札方式の実施要
領（平成２８年３月２９日 技第７９９号）又は岐阜県建設工事における簡易型（地域
型）総合評価落札方式の実施要領（平成２８年３月２９日 技第８００号）によるもの
とする。 
 

  附  則 
  この要領は、平成３０年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

 附  則 
この要領は、平成３１年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 
この要領は、令和２年４月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 
この要領は、令和３年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
附  則 
この要領は、令和４年２月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

附  則 
この要領は、令和４年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

附  則 
この要領は、令和４年 12 月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 

附  則 
この要領は、令和５年５月１日から施行し、同日以降に公告する案件から適用する。 
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総合評価の加点項目として、「ぎふ人材育成リーディング企業」の認定を受けている場合に加

点する。また、「岐阜県建設人材育成企業」として登録がある企業を下請けとして活用する場合

に加点する。 

 

 

（入札公告に明示する事項） 

第１ 入札公告に、建設業における人材の確保・育成や職場環境改善等の支援を目的とする人材

育成型総合評価落札方式の試行工事であることを明示する。 

 

（入札参加資格） 

第２ 一般競争入札（総合評価落札方式）の入札参加資格については、「岐阜県一般競争入札発

注基準」により設定する。 

なお、県外に本店を有する企業を含めた地域要件を設定する工事においては十分留意するこ

と。また、企業能力評価型においては、配置技術者の施工実績を設定しない。 

 

（総合評価の価格以外の評価項目） 

第３ 評価項目については、次の各号のとおり設定することとし、下記以外の評価項目について

は、それぞれの総合評価落札方式の実施要領に定める評価項目とする。 

 

(1) 「施工能力」の「安全対策」に関する項目は評価しない。 

 

(2) 「企業能力」に「人材育成の取組」に関する評価項目を追加し、「ぎふ建設人材育成リ

ーディング企業」の認定を受けている場合に加点する。 

 

(3) 企業能力評価型においては、「配置予定技術者」の「同種（類似）工事施工実績」に関

する項目は評価しない。 

 

(4) 「地域要件」の「新分野活動」に関する項目は評価しない。また、「県内企業の活用率」

の評価項目について、「岐阜県建設人材育成企業」として登録がある企業を下請けとして

活用する場合の評価として「登録企業活用金額率」を追加し加点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 
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（技術審査基準） 

 

（１－１）人材育成の取組 （技術提案型、簡易型②、簡易型①）   

 

（１－２）人材育成の取組 （簡易型（地域型））  

 

＜留意事項＞ 

  ○基準日は、入札参加申請書の提出期限日（以下「申請期限日」）とします。 

  ○申請期限日時点の「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定申請審査結果通知書」の

ランクで評価します。（有効期限内のもの） 

 

＜確認書類＞ 

  ○落札候補者は、ランクを確認するために必要となる「ぎふ建設人材育成リーディング

企業認定申請審査結果通知書」の写しを提出する。 

  ○落札候補者は、有効期限を確認するために必要となる「岐阜県建設人材育成企業登録

通知書」の写しを提出する。 

  〇発注者は、前述について、申請期限日時点で「取り消し」処分及び有効期限切れ等に

なっていないかを Rentaiportal (内部ポータル)の下記アドレスにて確認。 

itnadb11-sv/rentai/c11656/keiyaku-portal/jinzai/jinzai.htm 

 

（２）県内企業の活用率 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

県内企業の

活用率 

県内企業の活用状況(元請及

び１次下請）及び岐阜県建設

人材育成企業登録制度への登

録企業活用状況(元請及び１

次下請） 

県内企業活用金額率９０％以上かつ

登録企業活用金額率が５０％以上 

1.5 

県内企業活用金額率９０％以上かつ

登録企業活用金額率が５０％未満 

1.0 

県内企業活用金額率５０％以上かつ

登録企業活用金額率が５０％以上 

0.75 

県内企業活用金額率５０％以上かつ

登録企業活用金額率が５０％未満 

0.5 

県内企業活用金額率５０％未満 0.00 

  

＜留意事項＞ 

  ○「県内企業」とは、岐阜県内に本店（建設業法上の主たる営業所）を有する企業とし

ます。 

○基準日は、入札参加申請書の提出期限日（以下「申請期限日」）とします。 

県内企業の活用率に係る履行確認は、施工中又は完成時において、元請及び１次下請

が県内企業及び登録企業であるかを基準日時点の企業の状態で判断します。 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

人材育成

の取組 

ぎふ建設人材育成リ

ーディング企業への

認定状況 

ゴールド認定あり 2.0 

シルバー認定あり 1.5 

ブロンズ認定あり 1.0 

上記以外 0.0 

評価項目 評価内容 評価基準 評価点 

人材育成

の取組 

ぎふ建設人材育成リ

ーディング企業への

認定状況 

ゴールド認定あり 1.0 

シルバー認定あり 0.75 

ブロンズ認定あり 0.5 

上記以外 0.0 
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  ○県内企業活用金額率は、下記の式により算出します。 

 

県内企業活用金額率＝ 県内元請金額（最終）＋ 県内１次下請金額（最終） 

                    最終契約金額 

 

ここで、県内元請金額(最終）は次のとおりとします。 

 

       ・元請企業が県外企業の場合は０ 

       ・元請企業が県内企業の場合は 

     （最終契約金額  －  １次下請金額（最終）） 

    ・元請企業が県内企業と県外企業とのＪＶの場合は 

     （最終契約金額 － １次下請負金額（最終））×県内企業の出資比率 

    ・１次下請金額（最終）は、下請負人届に記載された金額（最終）  

 

○登録企業活用率は、下記の式により算出します。  

 

登録企業金額活用率＝ 岐阜県建設人材育成企業     岐阜県建設人材育成企業 

登録制度への登録企業の     登録制度への登録企業の 

元請金額（最終）     ＋  １次下請金額（最終） 

              県内元請金額（最終）＋ 県内１次下請金額（最終） 
 

  ※県内企業活用金額率で算出した分子が登録企業活用率では分母となります。 
 
ここで、岐阜県建設人材育成企業登録制度への登録企業（以下「登録企業」という。）
の元請金額(最終）は次のとおりとします。 
 

    ・元請企業が登録企業ではない場合は０ 
・元請企業が登録企業である場合は、県内元請金額(最終)と同額 
・元請企業が登録企業と登録企業ではない企業とのＪＶの場合は、 

県内元請金額(最終) ×登録企業の出資比率／県内企業の出資比率 
 
   また、登録企業の１次下請け金額（最終）は次のとおりとします。 
 

・１次下請企業が登録企業ではない場合は０ 
・１次下請企業が登録企業である場合は、県内１次下請金額（最終）と同額 

 

○受注者が入札時に「県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％

以上」、「県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満」、

「県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上」、又は「県

内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満」と申告している

場合、施工中又は完成時に、発注者及び受注者の両者で履行状況を確認します。不履

行の場合は、入札参加資格停止・工事成績評定点の減点を行います。技術提案型の場

合は、入札参加資格停止・工事成績評定点の減点を行うとともに入札時に付与した加

算点（技術評価点）の再計算を行い、減点分を金額換算し減額変更します。  

 

＜確認書類＞ 

   ○受注者は、岐阜県建設人材育成企業登録制度への登録状況については、有効期限を

確認するために必要となる「岐阜県建設人材育成企業登録通知書」の写し（元請企

業及び１次下請企業とも）を提出する。 

〇発注者は、前述について、申請期限日時点で「取り消し」処分及び有効期限切れ等

になっていないかを Rentaiportal (内部ポータル)の下記アドレスにて確認（元請

企業及び１次下請企業とも）。 

itnadb11-sv/rentai/c11656/keiyaku-portal/jinzai/jinzai.htm 



 

 

【技術提案型総合評価落札方式の工事】 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－１号 

                    施 工 能 力                    ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
 

工程管理 

 主要資材 県内での調達の奨励 
【主要工事材料( 品目)】 
    ○○、××、△△ 
 
 

□ 主要工事材料は岐阜県内産調達が可能（※） 
 

※ 原則として納品書の写し 
※ 受注者が入札時に「主要工事材料は
岐阜県産調達が可能」と申告している
場合、施工中及び完成時に、発注者及
び受注者の両者で履行状況を確認しま
す。不履行の場合は、入札参加資格停
止・工事成績評定点の減点を行うとと
もに、入札時に付与した加算点（技術
評価点）の再計算を行い、減点分を金
額換算し減額変更します。 

 

□ 主要工事材料の岐阜県内産調達に努力 
 

 

品質管理                                                                                                                                        
 
 
環境配慮 ＩＳＯ認証取得の状況 □ ＩＳＯ９０００Ｓ並びにＩＳＯ１４００１取得済（※） 

 
※ ＩＳＯ（９００１、１４００１）の

登録証付属書等、登録者名、住所、適
用規格、認証範囲、有効期限の記載が
ある資料の写し 

 

□ ＩＳＯ９０００Ｓ又はＩＳＯ１４００１取得済（※） 
 
□ 取得なし 
 

企 業 能 力 
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
工事成績評定点 
 

 
 
 

土木一式工事(ＰＣ橋上部工工事を除
く）、舗装工事及び、とび・土工・コ
ンクリート工事については直近３か
年度以内、その他については直近５か
年度以内に完成引き渡しの済んだ工
事の工事成績評定点の平均点 
（岐阜県発注工事のみ対象） 
（工種限定あり） 

□ ８０点以上（※） 
 

※ 工事成績対象一覧 

□ ７５点以上８０点未満（※） 
 
□ ７５点未満又は実績なし（※） 

同種（類似）工事 
施工実績 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

平成○○年度（入札公告日の属する年
度を除き、遡って１５か年度）以降申
請期限日までに完成引き渡しの済ん
だ工事の施工実績の有無 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
（建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの設
置法において建築基準法第１８条の
規定上、国とみなす旨の規定のある団
体又は岐阜県の独立行政法人が発注
した工事のみ対象） 
※工事成績評定点が６５点未満のも 
のは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  

 率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし 



 

 

 

スタッフ数 

 
 
 

常勤雇用の従業員数並びに国家資格 
を有する技術者数 
（当該工事における「国家資格」 
  の定義＝技術士（建設部門）１級  
又は２級土木施工管理技士） 

□ 常勤雇用の従業員数１５名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください（基準日は７
月１日とします） 

※ 国家資格については複数の資格を有 
 していても１名として算入すること 

□ 常勤雇用の従業員数１０名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
 
□ 常勤雇用の従業員数１０名以上又は国家資格を有する技術者数５名以上（※）  
  
□ 常勤雇用の従業員数１０名未満並びに国家資格を有する技術者数５名未満 
 

優良工事施工者表彰歴 
（土木工事等、建築工事及びＰ

Ｃ上部工工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 

□ 部長表彰歴あり（※） 
 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 
 
 □ 現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産

振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による
表彰歴あり（※） 

□ 表彰歴なし 
 

優良工事施工者表彰歴 
（鋼構造物工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 

□ 単体で参加の場合、部長表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が部長表彰歴あり 

・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公 
共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫 
対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む） 

による表彰歴あり、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 
 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 
 

□ 単体で参加の場合、現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課

長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進
課長を含む）による表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長
、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推
進課長 を含む）による表彰歴あり 

・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

□ 単体で参加の場合、表彰歴なし 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎
建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長

、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による表彰歴あり 
・全ての構成員が表彰歴なし 

機械保有状況 

（土木工事等に適用） 
 
 

 
 

当該工事に関する、主要建設機械の保 
有状況 
【主要建設機械(  種)】 
    ○○、××、△△ 
 
 
 

□ 全て自社保有（長期リースによる保有を含む）あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 受注者が入札時に「（長期又は短期
）リースによる保有あり」と申告して
いる場合で、落札者決定前に状況が確 
認できない場合には、施工中及び完成 
時に、発注者及び 受注者の両者で履 
行状況を確認します。不履行の場合 
は、入札参加資格停止・工事成績評定
点の減点を行うとともに、入札時に付
与した加算点（技術評価点）の再計算
を行い、減点分を金額換算し減額変更
します。 

※「長期リース」とはリース期間が３年
以上のものを対象とします。 

□ 自社保有（長期リースによる保有を含む）又は短期リースによる保有あり（※） 
 
□ 保有なし 
 
 
 

人材育成の取組 
 

ぎふ建設人材育成リーディング企業
への認定状況 

□ ゴールド認定あり 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ シルバー認定あり 
 



 

 

□ ブロンズ認定あり 
 
□ 上記以外 
 

 注１）レ 又は ■ のように記入する。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とすること。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 

 
 

 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(１)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において、建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
 率を記載すること 
 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 
 
 
 
 
 

保有資格 

（建築工事以外に適用） 
 
 

 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 
 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 
 
 

□ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 
 
□ 上記以外 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 
 

【配置予定技術者(２)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において、建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
 率を記載すること 
 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 
 
 
 
 
 

保有資格 
（建築工事以外に適用） 

 
 
 

 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 
 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

□ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 
 
□ 上記以外 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況 

（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(３)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において、建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象) 
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
 率を記載すること 
 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 
 
 
 
 
 

保有資格 

（建築工事以外に適用） 
 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

□ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 
 
□ 上記以外 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況（建築） 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－３号 

                    地 域 要 件                      ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
営業拠点 

（土木工事等・建築工事に適用） 
 
 

 
 
 

 

地域内での営業拠点の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 同一市町村内（旧市町村内）に本店あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工 
 事入札参加資格者名簿に記載された所 
在地が基本となりますが、それ以外に 
 建設業法第３条第１項に規定する営業 
 所を岐阜県内に設置している場合は、 
 これも対象とし、その所在地としま  
 す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 
 

営業拠点 
（鋼構造物工事に適用） 

 
 
 

 
 
 

地域内での営業拠点の有無 
 
 
 
 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店あり 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり 
  ・代表構成員が県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店・支店・営業所なし 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に 
   支店・営業所あり 
  ・全ての構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 
（ＰＣ上部工工事に適 
用） 

地域内での営業拠点の有無 
 
 

□ 岐阜県内に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし（※） 
 

災害協定参加等 
（土木工事等、建築工事及びＰＣ

上部工工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 
 
 

□ 岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり（※） 
 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 
 認できる書類 
 

□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加 
  あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐 
  阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり   

 (※) 
□ 参加なし又は活動実績なし 
 

災害協定参加等 

（鋼構造物工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 
 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり(※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部 

、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実
績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 

□ ＪＶで参加の場合 

・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市



 

 

建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活
動実績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

 認できる書類 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の
構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除

く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実
績あり 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定

に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の
構成員が参加なし又は活動実績なし 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定

を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活
動実績あり、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部
、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実

績あり 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域
ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動

実績あり（※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都

市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年
度以内に同等の活動実績あり 

・代表構成員が、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協

定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の
活動実績ありかつその他の構成員が参加なし又は活動実績なし 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（

農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５
か年度のうちで同等の活動実績あり 

□ 単体で参加の場合、参加なし又は活動実績なし 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（
農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村と

の協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実績あり 
・全ての構成員が参加なし又は活動実績なし 

近隣地域施工実績 
（土木工事等に適用） 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 

※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ 
 Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事 
 を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

 
 
 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 
 
 

近隣地域施工実績 

（建築工事に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 
□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 



 

 

の済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県、独立行政 
法人等でそれぞれの設置法におい
て建築基準法第１８条の規定上、国
とみなす旨の規定のある団体又は
岐阜県の独立行政法人が発注した
工事（工事成績評定点の通知のある
ものは６５点以上のものに限る）の
み対象） 

 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

近隣地域施工実績 

（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事
に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 岐阜県内での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

応急危険度判定士の登録者数 
（建築工事に適用） 

岐阜県に登録された応急危険度判 
定士の登録者数 

□ ５名以上（※） 
 

※  岐阜県知事が発行する応急危険度判 
定士登録証の写し 

□ ２名以上５名未満（※） 
 
□ ２名未満 
 

製作拠点 
（鋼構造物工事に適用） 

 

県内自社製作工場の有無 
 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
  ＪＶで参加の場合、代表構成員が岐阜県内に自社製作工場あり 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ ＪＶでの参加の場合、その他の構成員が岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場なし 
  ＪＶで参加の場合、全ての構成員が岐阜県内に自社製作工場なし 

製作拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ 岐阜県内に自社製作工場なし 
 

県内企業の活用率 県内企業の活用状況(元請及び1次
下請）及び岐阜県建設人材育成企業
登録制度への登録企業活用状況(元
請及び１次下請) 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

※「県内企業」とは、岐阜県内に本店（
建設業法上の主たる営業所）を有する
企業とします。 

※「登録企業」とは、「岐阜県建設人材
育成企業」として登録がある企業とし
ます。 

※ 受注者が入札時に「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％未満」、「県内企業活用金
額率５０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、又は「県内企業活
用金額率５０％以上かつ登録企業活用
金額率が５０％未満」と申告している
場合、完成時に、発注者及び受注者の
両者で履行状況を確認します。不履行
の場合は、入札参加資格停止・工事成
績評定点の減点を行うとともに、入札
時に付与した加算点（技術評価点）の
再計算を行い、減点分を金額換算し減
額変更します。 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％未満 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とする。 
  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 



 

 

【簡易型総合評価落札方式の工事】 

  岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－１号 

                    施 工 能 力                    ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
 

工程管理 

 主要資材 

 

 

 

県内での調達の奨励 
【主要工事材料( 品目)】 
    ○○、××、△△ 
 
 
 

□ 主要工事材料は岐阜県内産調達が可能（※） 
 

※ 原則として納品書の写し 

※ 受注者が入札時に「主要工事材料は
岐阜県産調達が可能」と申告している
場合、施工中及び完成時に、発注者及
び受注者の両者で履行状況を確認しま
す。不履行の場合は、入札参加資格停
止・工事成績評定点の減点を行います 

□ 主要工事材料の岐阜県内産調達に努力 

 

品質管理                                                                                                                                        
 

 
 

環境配慮 ＩＳＯ認証取得の状況 □ ＩＳＯ９０００Ｓ並びにＩＳＯ１４００１取得済（※） 
 

※ ＩＳＯ（９００１、１４００１）の

登録証付属書等、登録者名、住所、適

用規格、認証範囲、有効期限の記載が

ある資料の写し 

□ ＩＳＯ９０００Ｓ又はＩＳＯ１４００１取得済（※） 
 
□ 取得なし 
 

企 業 能 力 
 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
工事成績評定点 土木一式工事(ＰＣ橋上部工工事を除

く）、舗装工事及び、とび・土工・コ
ンクリート工事については直近３か
年度以内、その他については直近５か
年度以内に完成引き渡しの済んだ工
事の工事成績評定点の平均点（岐阜県
発注工事のみ対象）（工種限定あり） 

□ ８０点以上（※） 
 

※ 工事成績対象一覧 
 

□ ７５点以上８０点未満（※） 
 
□ ７５点未満又は実績なし（※） 
 

同種（類似）工事 

施工実績 
 
 

 

平成○○年度（入札公告日の属する年
度を除き、遡って１５か年度）以降申
請期限日までに完了引き渡しの済ん
だ工事の施工実績の有無 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
（建築工事：国、岐阜県、岐阜県内市
町村、独立行政法人等でそれぞれの設
置法において建築基準法第１８条の
規定上、国とみなす旨の規定のある団
体又は岐阜県の独立行政法人が発注
した工事のみ対象）  
※工事成績評定点が６５点未満のも
のは、実績として認めない 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比
率を記載すること 

 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし 

スタッフ数 常勤雇用の従業員数並びに国家資格 
を有する技術者数 
（当該工事における「国家資格」の 
定義＝技術士（建設部門）１級  

□ 常勤雇用の従業員数１５名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください（基準日は７
月１日とします） 

※ 国家資格については複数の資格を有 
□ 常勤雇用の従業員数１０名以上並びに国家資格を有する技術者数５名以上（※） 
 



 

 

又は２級土木施工管理技士） □ 常勤雇用の従業員数１０名以上又は国家資格を有する技術者数５名以上（※）   
 

 していても１名として算入すること 
 
 □ 常勤雇用の従業員数１０名未満並びに国家資格を有する技術者数５名未満 

 

優良工事施工者表彰歴 
（土木工事等、建築工事及
びＰＣ上部工工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 

□ 部長表彰歴あり（※） 
 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 
 
 □ 現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産

振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による
表彰歴あり（※） 

□ 表彰歴なし 
 

優良工事施工者表彰歴 
（鋼構造物工事に適用） 

直近５か年度以内の岐阜県優良工事
施工者表彰歴の有無 
（工種限定あり） 

□ 単体で参加の場合、部長表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が部長表彰歴あり 
・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公 
共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫 

対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む） 
による表彰歴あり、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 
 

※ 岐阜県優良工事施工者表彰状の写し 

□ 単体で参加の場合、現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課
長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推進

課長を含む）による表彰歴あり（※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎建設課長、公共建築課長、住宅課長

、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長、里川振興課長、恵みの森づくり推
進課長 を含む）による表彰歴あり 

・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が部長表彰歴あり 

□ 単体で参加の場合、表彰歴なし 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が表彰歴なし、かつその他の構成員が現地機関の長（管財課長、県庁舎

建設課長、公共建築課長、住宅課長、農政課長、畜産振興課長、家畜防疫対策課長
、里川振興課長、恵みの森づくり推進課長を含む）による表彰歴あり 

・全ての構成員が表彰歴なし 

機械保有状況 
（土木工事等に適用） 

当該工事に関する、主要建設機械の保 
有状況 
【主要建設機械(  種)】 
    ○○、××、△△ 

□ 全て自社保有（長期リースによる保有を含む）あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 受注者が入札時に「（長期又は短期
）リースによる保有あり」と申告して
いる場合で、落札者決定前に状況が確
認できない場合には、施工中及び完成
時に、発注者及び受注者の両者で履行
状況を確認します。不履行の場合は、
入札参加資格停止・工事成績評定点の
減点を行います。 

※「長期リース」とはリース期間が３年
以上のものを対象とします。 

□ 自社保有（長期リースによる保有を含む）又は短期リースによる保有あり（※） 
 
□ 保有なし 
 
 

人材育成の取組 
 

ぎふ建設人材育成リーディング企業
への認定状況 

□ ゴールド認定あり 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

 □ シルバー認定あり 
 
□ ブロンズ認定あり 

 
□ 上記以外 

 

 注１）レ 又は ■ のように記入する。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とすること。 



 

 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(１)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
（人材育成（企業能力評価） 

型）以外に適用） 
 
 

 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
事カルテの写し又は該当工事を証明す
る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
が不明な場合は、当該工事に係る検査
結果通知等の検査に合格したことを証
明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比 
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 

保有資格 

（建築工事以外に適用） 
 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

 □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 
 
□ 上記以外 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(２)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
（人材育成（企業能力評価） 

型）以外に適用） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
 率を記載すること 
 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 

保有資格 

（建築工事以外に適用） 
 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 
 □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 

 
□ 上記以外 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－２号 

            配 置 予 定 技 術 者 の 能 力         ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 

【配置予定技術者(３)】 

 

氏名(ふりがな）： 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
同種（類似）工事施工実績 
（人材育成（企業能力評価） 

型）以外に適用） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
 率を記載すること 
 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 上記実績なし  
 

保有資格 

（建築工事以外に適用） 
 
 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 
 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※）、かつ自然工法管理士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明
書（資格者証）又は合格証明書の写し 

※ ＭＥについては、社会基盤メンテナ
ンスエキスパートの認定書又は証明証
の写し 

※｢ＭＥ｣とは、岐阜大学工学部付属イン
フラマネジメント技術研究センターが
運営する、社会基盤メンテナンスエキ
スパート養成ユニットの短期集中カリ
キュラムの講義を受講し、ＭＥ認定試
験に合格したものをいう 

※ 自然工法管理士については、岐阜県
自然工法管理士認定証の写し 

□ １級土木施工管理技士又は技術士又はＭＥ（※） 
 
□ ２級土木施工管理技士かつ自然工法管理士（※） 
 
□ 上記以外 
 

保有資格 
（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の保有する資格 
 

□ １級建築施工管理技士かつ１級建築士（※） 
 

※ 国家資格については、資格認定証明 
書（資格者証）又は合格証明書の写し 
 □ １級建築施工管理技士又は１級建築士（※） 

 
□ 上記以外 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 

組状況 
（建築工事以外に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※の各
団体が発行するＣＰＤの単位取得
合計数 
単位＝ユニット 
 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために変
更していた継続教育（ＣＰＤ）の対象期
間を「３か年度以内」から「２か年度以
内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 
 

□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

継続教育（ＣＰＤ）の取 
組状況（建築） 

（建築工事に適用） 

主任技術者、監理技術者又は特例監
理技術者の直近２か年度以内※にお
ける建築関係の各団体が発行する
ＣＰＤの単位取得合計数 
単位＝ユニット 

□ ２０単位以上の取得あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等による受講機会の減少のために
変更していた継続教育（ＣＰＤ）の対
象期間を「３か年度以内」から「２か
年度以内」とします 

□ １０単位以上の取得あり（※） 

 
□ １０単位未満の取得あり、又は取得なし 
 

 



 

 

岐阜県総合評価落札方式 申請様式第２－３号 

                    地 域 要 件                      ※ＪＶによる申請の場合は、代表構成員に係る実績を評価する 

会社名：         

 

評 価 項 目 

 

評 価 内 容 

 

記 載 事 項 

 

備 考(資料添付など) 
営業拠点 

（土木工事等・建築工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 
 
 

□ 同一市町村内（旧市町村内）に本店あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工 
 事入札参加資格者名簿に記載された所 
在地が基本となりますが、それ以外に 
 建設業法第３条第１項に規定する営業 
 所を岐阜県内に設置している場合は、 
 これも対象とし、その所在地としま  
 す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし 
 

 
営業拠点 

（鋼構造物工事に適用） 
 
 

 
 
 

 

 
地域内での営業拠点の有無 
 
 
 
 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店あり 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に支店・営業所あり 
  ・代表構成員が県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に本店 
   あり 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に本店・支店・営業所なし 
  ＪＶで参加の場合 
  ・代表構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし、かつその他の構成員が岐阜県内に 
   支店・営業所あり 
  ・全ての構成員が岐阜県内に本店・支店・営業所なし 

営業拠点 
（ＰＣ上部工工事に適 
用） 

地域内での営業拠点の有無 
 
 

□ 岐阜県内に本店あり（※） 
 
□ 岐阜県内に支店・営業所あり（※） 
 
□ 岐阜県内に本店・支店・営業所なし（※） 
 

災害協定参加等 
（土木工事等、建築工事及び
ＰＣ上部工工事に適用） 
 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 

□ 岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり（※） 
 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 
 認できる書類 

□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加 
  あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐 
  阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり   
 (※) 
 
□ 参加なし又は活動実績なし 
 

災害協定参加等 
（鋼構造物工事に適用） 

災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 
 

□ 単体で参加の場合、岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり(※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部 
、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実
績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

※ＢＣＭ認定については、岐阜県が認定
した「岐阜県建設業広域事業継続マネ
ジメント」への参加が確認できる書類 

※協定については、岐阜県及び県内市町
村と締結された「災害時応援協力に関
する協定」への参加が確認できる書類 

※災害時の貢献活動については、災害協
定と同等と認められる活動内容が確認
できる書類 

□ ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市

建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり 



 

 

・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定

を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活
動実績あり、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協

定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
ＪＶで参加の場合 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定

に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の
構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除
く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実

績あり 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり、かつその他の

構成員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定
を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活

動実績あり、かつその他の構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部
、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実
績あり 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県建設業広域
ＢＣＭの認定あり 

□ 単体で参加の場合、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動
実績あり（※） 

ＪＶで参加の場合 
・代表構成員及びその他構成員が岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都
市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年

度以内に同等の活動実績あり 
・代表構成員が、岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協
定を除く）又は岐阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の

活動実績ありかつその他の構成員が参加なし又は活動実績なし 
・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（
農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加あり又は直近５

か年度のうちで同等の活動実績あり 

□ 単体で参加の場合、参加なし又は活動実績なし 
ＪＶで参加の場合 

・代表構成員が参加なし又は活動実績なし、かつその他の構成員が岐阜県との協定（
農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐阜県内市町村と
の協定に参加あり又は直近５か年度以内に同等の活動実績あり 

・全ての構成員が参加なし又は活動実績なし 

ボランティア活動 

（土木工事等・建築工事に適用） 

直近２か年度以内※の活動の有無 □ 同一市町村内（旧市町村内）での実績あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等のために変更していたボランティ
ア活動の対象期間を「３か年度以内」
から「２か年度以内」とする 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での実績なし 
 

ボランティア活動 
（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事

に適用） 

直近２か年度以内※の活動の有無 □ 岐阜県内での実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での実績なし 
 

近隣地域施工実績 平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 

※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ 
 Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事 



 

 

（土木工事等に適用） 申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
 

 を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

 
 

□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 

近隣地域施工実績 
（建築工事に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ近隣地域での施工実績 
（国、岐阜県、独立行政法人等でそ
れぞれの設置法において建築基準
法第１８条の規定上、国とみなす旨
の規定のある団体又は岐阜県の独
立行政法人が発注した工事（工事成
績評定点の通知のあるものは６５
点以上のものに限る）のみ対象） 

□ 同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 
□ 同一管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内（同一管内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 
 
 
 

近隣地域施工実績 
（鋼構造物工事・ＰＣ上部工工事

に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（岐阜県発注工事のみ対象） 

□ 岐阜県内での施工実績あり（※） 
 
□ 岐阜県内での施工実績なし 
 

除雪業務等の受託実績 
(土木工事等（法面工事を除く）

に適用） 
 
 

直近２か年度以内の除排雪又は凍
結防止剤散布業務受託実績の有無
協同組合との契約の際には、協同組 
合に対する加点とは別に、実業務を 
行う構成員にも加点することとす
る 
 

□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 
 

※ 国、県又は市町村との契約書等の写 
し 

□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 
 
□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あ 
 り（※） 
□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実 
 績あり（※） 
□ 岐阜県内での受託実績なし 
 

応急危険度判定士の登録者数 
（建築工事に適用） 

岐阜県に登録された応急危険度判 
定士の登録者数 

□ ５名以上（※） 
 

※  岐阜県知事が発行する応急危険度判 
定士登録証の写し 
 
 
 

□ ２名以上５名未満（※） 
 
□ ２名未満 
 

製作拠点 

（鋼構造物工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
  ＪＶで参加の場合、代表構成員が岐阜県内に自社製作工場あり 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ ＪＶでの参加の場合、その他の構成員が岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
 
□ 単体で参加の場合、岐阜県内に自社製作工場なし 
  ＪＶで参加の場合、全ての構成員が岐阜県内に自社製作工場なし 

製作拠点 
（ＰＣ上部工工事に適用） 

県内自社製作工場の有無 □ 岐阜県内に自社製作工場あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ 岐阜県内に自社製作工場なし 
 

休日及び夜間の道路維持作業の

実績 
(土木工事等（法面工事を除く）
に適用） 

直近３か年度以内の県管理道路の
道路維持業務（除排雪又は凍結防止
剤散布業務を除く）、異常気象時の
通行規制業務において、県からの作
業指示を受け、休日または夜間に維
持作業等を実施した実績の有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） 
 

※ 次の２つの書類により確認します。 
①道路維持補修業務の契約書又は通

行規制管理業務委託契約書の写し 
②休日又は夜間の道路維持業務委託

完了報告書の写し又は通行規制モ
ニター業務報告書の写し（作業指示
書を含む、作業写真は２枚程度、下
請け又はＪＶ構成員としての作業
の場合は、元請人又は代表構成員に
よる証明） 

□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（元請け）（※） 
 
□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
 
□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
□ 実績なし 



 

 

 

休日及び夜間の河川・砂防の維持

作業の実績 
(土木工事等（法面工事を除く）
に適用） 

直近３か年度以内の県管理の河川
・砂防の維持管理業務において、県
からの作業指示を受け、休日または
夜間に維持作業を実施した実績の
有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
□ 実績なし 
 

県内企業の活用率 
 

 
 
 

県内企業の活用状況(元請及び1次
下請）及び岐阜県建設人材育成企業
登録制度への登録企業活用状況 (
元請及び１次下請） 
 
 
 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

※「県内企業」とは、岐阜県内に本店（
建設業法上の主たる営業所）を有する
企業とします。 

※「登録企業」とは、「岐阜県建設人材
育成企業」として登録がある企業とし
ます。 

※ 受注者が入札時に「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％未満」、「県内企業活用金
額率５０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、又は「県内企業活
用金額率５０％以上かつ登録企業活用
金額率が５０％未満」と申告している
場合、完成時に、発注者及び受注者の
両者で履行状況を確認します。不履行
の場合は、入札参加資格停止・工事成
績評定点の減点を行います。 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％未満 
 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）評価事項、評価内容に特に記載がない場合の基準日は申請期限日とする。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 
 



 

 

【簡易型（地域型）総合評価落札方式の工事】 

岐阜県総合評価落札方式（地域型） 申請様式第２－１号 

企 業 能 力 

会社名：         
 

評 価 項 目 
 

評 価 内 容 
 

記 載 事 項 
 

備 考(資料添付など) 

工事成績評定点 土木一式工事（ＰＣ橋上部工工事を除
く）については直近３か年度以内、そ
の他については直近５か年度以内に
完成引き渡しの済んだ工事の工事成
績評定点の平均点 

（岐阜県発注の土木（建築）一式工事
のみ対象） 

□ ８０点以上（※） 

 

※ 工事成績対象一覧 

□ ７５点以上８０点未満（※） 
 

□ ７５点未満又は実績なし（※） 

 

同種（類似）工事 

施工実績 

平成○○年度（入札公告日の属する年
度を除き、遡って１５か年度）以降申
請期限日までに完成引き渡しの済ん
だ工事の施工実績の有無 

（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
（建築工事：国、岐阜県及び岐阜県内 
市町村発注工事、独立行政法人等で、 
それぞれの設置法において、建築基準 
法第１８条の規定上、国とみなす旨の 
規定のある団体が発注した工事及び 
岐阜県の独立行政法人が発注した工 
事（工事成績評定点の通知のあるもの 

に限る。）のみ対象） 

※工事成績評定点が６５点未満のも 

のは、実績として認めない。 
 
 
 

□ 同種工事の実績あり（※） 

 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 

 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 

 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 

※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 

 成績評定結果通知書等の写し 

※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 

 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 

 明できる書類の写し 

※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  

 率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 

 

□ 実績なし 
 

人材育成の取組 ぎふ建設人材育成リーディング企業
への認定状況 
 
 

□ ゴールド認定あり ※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ シルバー認定あり 
□ ブロンズ認定あり 
□ 上記以外 

 注１）レ 又は ■ のように記入する。 

  ２）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

岐阜県総合評価落札方式（地域型） 申請様式第２－２号 

配 置 予 定 技 術 者 の 能 力 

                          （３名まで記載可）                           会社名：         
 
【配置予定技術者(１)】 

 
氏名(ふりがな）： 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
評 価 項 目 

 
評 価 内 容 

 
記 載 事 項 

 
備 考(資料添付など) 

同種（類似）工事施工実 
績 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 
 
 
 
 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工
 事カルテの写し又は該当工事を証明す
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点
 が不明な場合は、当該工事に係る検査
 結果通知等の検査に合格したことを証
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 実績なし  
 

 

 
【配置予定技術者(２)】 

 
氏名(ふりがな）： 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
評 価 項 目 

 
評 価 内 容 

 
記 載 事 項 

 
備 考(資料添付など) 

同種（類似）工事施工実 

績 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 
 
 
 
 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 
□ 実績なし  

 

 



 

 

 
【配置予定技術者(３)】 

 
氏名(ふりがな）： 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
評 価 項 目 

 
評 価 内 容 

 
記 載 事 項 

 
備 考(資料添付など) 

同種（類似）工事施工実 
績 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ工事の施工実績の有無 
(国及び岐阜県発注工事のみ対象) 
(建築工事：国、岐阜県、岐阜県内
市町村、独立行政法人等でそれぞれ
の設置法において建築基準法第１
８条の規定上、国とみなす旨の規定
のある団体又は岐阜県の独立行政
法人が発注した工事のみ対象)  
(主任技術者、監理技術者、特例監
理技術者、監理技術者補佐又は現場
代理人として従事した実績) 
※工事成績評定点が６５点未満の 
ものは、実績として認めない。 
 
 
 
 

□ 同種工事の実績あり（※） 
 

※ 同種（類似）工事の実績は、工事実 
 績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）の工 
 事カルテの写し又は該当工事を証明す 
 る書類（契約書等） 
※ 工事成績評定点は、発注機関の工事 
 成績評定結果通知書等の写し 
※ 同種（類似）工事の工事成績評定点 
 が不明な場合は、当該工事に係る検査 
 結果通知等の検査に合格したことを証 
 明できる書類の写し 
※ 受注形態がＪＶの場合のみ、出資比  
率を記載すること 

□ 類似工事の実績あり（※） 
 

□ 実績なし  
 
 
 
 
 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 

  ２）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること。 
 



 

 

岐阜県総合評価落札方式（地域型） 申請様式第２－３号 

地 域 要 件 

会社名：         
 

評 価 項 目 
 

評 価 内 容 
 

記 載 事 項 
 

備 考(資料添付など) 
営業拠点 
（土木工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 □ 当該工事の施工箇所と同一市町村内（旧市町村内）に本店あり ※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工 
 事入札参加資格者名簿に記載された所 
 在地となります。 

□ 当該工事の施工箇所と同一土木事務所管内（同一市町村内を除く）に本店あり 

営業拠点 
（建築工事に適用） 

地域内での営業拠点の有無 □ 当該工事の施工箇所と同一市町村内（旧市町村内）に本店あり ※ 営業拠点の所在地は、岐阜県建設工 
 事入札参加資格者名簿に記載された所 
 在地となります。 

□ 当該工事の施工箇所と同一圏域内（同一市町村内を除く）に本店あり 

災害協定参加等 災害協定への参加や同等の活動実
績の有無 

□ 岐阜県建設業広域ＢＣＭの認定あり（※） 
 

※ ＢＣＭ認定については、岐阜県が認
定した「岐阜県建設業広域事業継続マ
ネジメント」への参加が確認できる書
類 

※ 協定については、岐阜県及び県内市 
 町村と締結された「災害時応援協力に 
 関する協定」への参加が確認できる書 
 類 
※ 災害時の貢献活動については、災害 
 協定と同等と認められる活動内容が確 
 認できる書類 

□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定に限る）に参加  
 あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 岐阜県との協定（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部との協定を除く）又は岐  
 阜県内市町村との協定に参加あり又は直近５か年度のうちで同等の活動実績あり（※） 
□ 参加なし又は活動実績なし 

ボランティア活動 
（土木工事に適用） 
 

直近２か年度以内※の活動の有無 
 
 

□ 当該工事と同一市町村内（旧市町村内）での実績あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等のために変更していたボランティ
ア活動の対象期間を「３か年度以内」
から「２か年度以内」とする 

□ 当該工事と同一土木事務所管内（同一市町村内を除く）での実績あり（※） 
 
□ 上記以外 
 

ボランティア活動 

（建築工事に適用） 
 

直近２か年度以内※の活動の有無 □ 当該工事と同一市町村内（旧市町村内）での実績あり（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

※ 新型コロナウイルス感染拡大防止対
策等のために変更していたボランティ
ア活動の対象期間を「３か年度以内」
から「２か年度以内」とする 

□ 当該工事と同一圏域内（同一市町村内を除く）での実績あり（※） 
 
□ 上記以外 
 

近隣地域施工実績 
（土木工事に適用） 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って５か年度）以降
申請期限日までに完成引き渡しの
済んだ近隣地域での施工実績 
（国及び岐阜県発注工事のみ対象） 
 

□ 当該工事と同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 

※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ 
 Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事 
 を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

□ 当該工事と同一土木事務所管内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 上記以外 
 

近隣地域施工実績 

（建築工事に適用） 
 
 

平成○○年度（入札公告日の属する
年度を除き、遡って１５か年度）以
降申請期限日までに完成引き渡し
の済んだ近隣地域での施工実績 
（国、岐阜県、独立行政法人等でそ
れぞれの設置法において建築基準
法第１８条の規定上、国とみなす旨
の規定のある団体又は岐阜県の独
立行政法人が発注した工事（工事成
績評定点の通知のあるものは６５
点以上のものに限る）のみ対象） 
 
 
 

□ 当該工事と同一市町村内（旧市町村内）での施工実績あり（※） 
 

※  工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮ 
 Ｓ）の工事カルテの写し又は該当工事 
 を証明する書類（契約書等）、発注機
関及び工事箇所が明確な場合には、工
事成績評定結果通知書の写しも可 

 

□ 当該工事と同一圏域内（同一市町村内を除く）での施工実績あり（※） 
 
□ 上記以外 
 



 

 

除雪業務等の受託実績 

（土木工事に適用） 

直近２か年度以内の除排雪又は凍
結防止剤散布業務受託実績の有無 
協同組合との契約の際には、協同組
合に対する加点とは別に、実業務を
行う構成員にも加点することとす
る 
 

□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 
 

※ 国、県又は市町村との契約書等の写 
し 

□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理道路の除排雪委託契約実績あり（※） 
 
□ 同一土木事務所管内で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実績あ  
 り（※） 
□ 同一土木事務所管内以外で、岐阜県管理以外の国道又は市町村道の除排雪委託契約実  
 績あり（※） 
□ 岐阜県内での受託実績なし 
 

応急危険度判定士の登録者数 
（建築工事に適用） 

 

岐阜県に登録された応急危険度判 
定士の登録者数 

□ ２名以上（※） 
 

※  岐阜県知事が発行する応急危険度判 
定士登録証の写し 

□ １名（※） 
 
□ なし 
 

休日及び夜間の道路維持作業の
実績 
（土木工事に適用） 

直近３か年度以内の県管理道路の
道路維持業務（除排雪又は凍結防止
剤散布業務を除く）、異常気象時の
通行規制業務において、県からの作
業指示を受け、休日または夜間に維
持作業等を実施した実績の有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） 
 

※ 次の２つの書類により確認します。 
①道路維持補修業務の契約書又は通
行規制管理業務委託契約書の写し 
②休日又は夜間の道路維持業務委託
完了報告書の写し又は通行規制モニ
ター業務報告書の写し（作業指示書を
含む、作業写真は２枚程度、下請け又
はＪＶ構成員としての作業の場合は、
元請人又は代表構成員による証明） 

□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（元請け）（※） 
 
□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
□ 同一土木事務所管内以外での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
□ 実績なし 
 

休日及び夜間の河川・砂防の維持

作業の実績 
（土木工事に適用） 

直近３か年度以内の県管理の河川
・砂防の維持管理業務において、県
からの作業指示を受け、休日または
夜間に維持作業を実施した実績の
有無 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（元請け）（※） 
 

※ 技術確認書類については、技術審査
基準を確認してください 

□ 同一土木事務所管内での実績あり（協力要請により下請けとして協力）（※） 
 
□ 実績なし 
 

県内企業の活用率 
（土木工事に適用） 

県内企業の活用状況(元請及び1次
下請）及び岐阜県建設人材育成企業
登録制度への登録企業活用状況 (
元請及び１次下請） 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

※「県内企業」とは、岐阜県内に本店（
建設業法上の主たる営業所）を有する
企業とします。 

※「登録企業」とは、「岐阜県建設人材
育成企業」として登録がある企業とし
ます。 

※ 受注者が入札時に「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、「県内企業活用金
額率９０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％未満」、「県内企業活用金
額率５０％以上かつ登録企業活用金額
率が５０％以上」、又は「県内企業活
用金額率５０％以上かつ登録企業活用
金額率が５０％未満」と申告している
場合、完成時に、発注者及び受注者の
両者で履行状況を確認します。不履行
の場合は、入札参加資格停止・工事成
績評定点の減点を行います。 

□ 県内企業活用金額率９０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％以上 
 

□ 県内企業活用金額率５０％以上かつ登録企業活用金額率が５０％未満 
 

□ 県内企業活用金額率５０％未満 
 

  注１）レ 又は ■ のように記入すること。 
２）営業拠点の基準日は申請期限日とする。 

  ３）技術確認書類は必要ありません、だたし、入札執行後、落札候補者の方は、発注機関の指定する日までに技術確認書類を提出すること 
 
 


